
（令和7年4月１日から施行）

摘　　　要　　等

確認の特例※２以外 円

確認の特例※２の場合 円

確認の特例※２以外 円

確認の特例※２の場合 円

確認の特例※２以外 円

確認の特例※２の場合 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

道の確認を受けた計画に記載された建
築設備を変更する場合

円

道以外の確認を受けた計画に記載され
た建築設備を変更する場合

円

円

道の確認を受けた計画に記載された建
築設備を変更する場合

円

道以外の確認を受けた計画に記載され
た建築設備を変更する場合

円

 0㎡～1,000㎡以内 円

 1,000㎡超え～2,000㎡以内 円

 2,000㎡超え～10,000㎡以内 円

 10,000㎡超え～50,000㎡以内 円

 50,000㎡超え～ 円

＋ 7,500 円

＋ 30,000 円

○確認申請・計画通知、検査申請・完了通知、中間検査手数料

17,000

12,000

18,000

1,000,000

740,000

●建築物確認申請等手数料※１

16,000

14,000

25,000

21,000

38,000

確
　
　
認
　
　
申
　
　
請
　
　
・
　
　
計
　
　
画
　
　
通
　
　
知 ●工作物確認申請等手数料

18,000

 30㎡超え～100㎡以内

 100㎡超え～200㎡以内

 200㎡超え～300㎡以内

 300㎡超え～1,000㎡以内

　手数料の金額の算出の基礎とされている床面積の合計
は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める
面積について算定する。

（１）建築物を建築する場合（（２）に掲げる場合及び移転
する場合を除く。）
　当該建築に係る部分の床面積

（２）確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建
築する場合（移転する場合を除く。）
　当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面
積の増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面
積）

（３）建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模
の模様替をし、又はその用途を変更する場合（（４）に掲
げる場合を除く。）
　当該移転、修繕、模様替又は用途の変更に係る部分の
床面積の２分の１

（４）確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を移
転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、
又はその用途を変更する場合
　当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１

※１道以外の確認を受けた建築物の計画を変更する場
合（当該申請等の直前の建築物の計画の変更について
道の確認を受けた場合を除く。）にあっては別表に定める
金額をそれぞれ基本額に加算した金額とする。

※２確認の特例…建築基準法施行令第10条第１号、第３
号及び第４号に掲げる建築物であることをいう。

32,000

 1,000㎡超え～2,000㎡以内 110,000

 2,000㎡超え～5,000㎡以内 220,000

 5,000㎡超え～10,000㎡以内 370,000

 10,000㎡超え～20,000㎡以内 530,000

 20,000㎡超え～50,000㎡以内

 50,000㎡超え～

●建築設備確認申請等手数料

 0㎡～30㎡以内

130,000

180,000

210,000

260,000

500,000

　法第６条の３第１項ただし書又は第18条第４項ただし書
に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算
基準に適合するかどうかの審査をする場合にあっては、
構造計算１件につき、その床面積の合計の区分に応じ、
左記の金額を加算する。

ル
ー

ト
２
審
査

手数料の名称
（面積区分）

51,000

82,000

19,000

●建築設備確認申請等手数料（変更）

12,000

●工作物確認申請等手数料（変更）

別
表

（

確
認
申
請
・

計
画
通
知
）

●建築物加算手数料 　確認申請又は計画通知において、建築物省エネ法施行
規則第２条第１項第１号イ又はロに掲げる基準（仕様基
準）に適合するかどうかを審査する場合にあっては、一の
建築物につき左記の金額を加算する。

一戸建ての住宅

共同住宅



（令和7年4月１日から施行）
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○確認申請・計画通知、検査申請・完了通知、中間検査手数料

手数料の名称
（面積区分）

検査の特例※２以外 円

検査の特例※２の場合 円

検査の特例※２以外 円

検査の特例※２の場合 円

検査の特例※２以外 円

検査の特例※２の場合 円

円

円

円

円

円

円

円

円

検査の特例※２以外 円

検査の特例※２の場合 円

検査の特例※２以外 円

検査の特例※２の場合 円

検査の特例※２以外 円

検査の特例※２の場合 円

円

円

円

円

円

円

円

円

① ②、③以外の場合 円

② 道の確認を受けていない建築設備
の計画に記載された建築設備又は道の
確認を受けた建築設備の計画に記載さ
れていない建築設備の場合

円

③ 建築設備の計画の変更により、道の
確認を受けた建築設備の計画に記載さ
れた建築設備を変更したことがある当
該建築設備の場合

円

① ②、③以外の場合 円

② 道の確認を受けていない工作物の
計画に記載された工作物又は道の確認
を受けた工作物の計画に記載されてい
ない工作物の場合

円

③ 工作物の計画の変更により、道のの
確認を受けた工作物の計画に記載され
た工作物を変更したことがある当該工
作物の場合

円

検
　
　
査
　
　
申
　
　
請
　
　
・
　
　
完
　
　
了
　
　
通
　
　
知

●建築物完了検査手数料（中間検査合格証の交付を受けた場合）
※１

19,000

14,000

31,000

17,000

23,000

210,000

140,000

21,000

 2,000㎡超え～5,000㎡以内

220,000

150,000

95,000

20,000

 1,000㎡超え～2,000㎡以内

19,000

15,000

18,000

590,000

410,000

300,000

 1,000㎡超え～2,000㎡以内

600,000

25,000

20,000

●建築物完了検査手数料※１

 0㎡～30㎡以内

 30㎡超え～100㎡以内

　手数料の金額の算出の基礎とされている床面積の合計
は、建築物を建築した場合（移転した場合を除く。）にあっ
ては当該建築に係る部分の床面積について算定し、建築
物を移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模
様替をした場合にあっては当該移転、修繕又は模様替に
係る部分の床面積の２分の１について算定する。

※１道以外の確認を受けた建築物の計画を変更する場
合（当該申請等の直前の建築物の計画の変更について
道の確認を受けた場合を除く。）にあっては別表に定める
金額をそれぞれ基本額に加算した金額とする。

※２検査の特例…建築基準法施行令第10条第１号、第３
号及び第４号に掲げる建築物であることをいう。

420,000

 50,000㎡超え～

90,000

 10,000㎡超え～20,000㎡以内 310,000

 2,000㎡超え～5,000㎡以内

 5,000㎡超え～10,000㎡以内

 10,000㎡超え～20,000㎡以内

 20,000㎡超え～50,000㎡以内

 50,000㎡超え～

 20,000㎡超え～50,000㎡以内

 5,000㎡超え～10,000㎡以内

14,000

●建築設備完了検査手数料

●工作物完了検査手数料

15,000

24,000

18,000

32,000

22,000

 200㎡超え～300㎡以内

 300㎡超え～1,000㎡以内

42,000

68,000

 200㎡超え～300㎡以内

 300㎡超え～1,000㎡以内 65,000

41,000

 100㎡超え～200㎡以内

 0㎡～30㎡以内

 30㎡超え～100㎡以内

 100㎡超え～200㎡以内



（令和7年4月１日から施行）
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○確認申請・計画通知、検査申請・完了通知、中間検査手数料

手数料の名称
（面積区分）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

確認の特例※以外 ＋ 6,000 円

確認の特例※の場合 ＋ 4,000 円

確認の特例※以外 ＋ 14,000 円

確認の特例※の場合 ＋ 10,000 円

確認の特例※以外 ＋ 27,000 円

確認の特例※の場合 ＋ 21,000 円

確認の特例※以外 ＋ 39,000 円

確認の特例※の場合 ＋ 31,000 円

＋ 71,000 円

＋ 100,000 円

＋ 200,000 円

＋ 350,000 円

＋ 520,000 円

＋ 720,000 円

＋ 1,000,000 円

（１）道の確認を受けていない建築物の計画の変更又は
当該計画に係る建築物の工事の完了に係る検査の申請
をする場合
　当該申請又は通知に係る建築基準法第６条第１項後段
の規定により変更する前の計画に係る建築物の建築、修
繕又は模様替に係る部分の床面積（建築物を移転し、そ
の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、又はその
用途を変更する場合にあっては、当該移転、修繕、模様
替又は用途の変更に係る部分の床面積の２分の１）の合
計の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

（２）　（１）以外の場合
　当該申請又は通知の直前の計画の変更に係る建築物
の建築、修繕又は模様替に係る部分の床面積（建築物を
建築する場合（移転する場合を除く。）にあっては当該計
画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加
する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）、建
築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様
替をし、又はその用途を変更する場合にあっては当該計
画の変更に係る部分の床面積の２分の１）の合計の区分
に応じ、それぞれ次に定める金額

※確認の特例…建築基準法施行令第10条第１号、第３
号及び第４号に掲げる建築物であることをいう。

 0㎡～30㎡以内

 30㎡超え～100㎡以内

 100㎡超え～200㎡以内

 200㎡超え～500㎡以内

 500㎡超え～1,000㎡以内

 10,000㎡超え～20,000㎡以内

 20,000㎡超え～50,000㎡以内

 50,000㎡超え～

 1,000㎡超え～2,000㎡以内

 2,000㎡超え～5,000㎡以内

54,000

 2,000㎡超え～5,000㎡以内 90,000

●建築物中間検査手数料

 0㎡～30㎡以内 14,000

中
　
　
間
　
　
検
　
　
査

380,000

 500㎡超え～1,000㎡以内 40,000

 1,000㎡超え～2,000㎡以内

 100㎡超え～200㎡以内

 200㎡超え～500㎡以内

別
　
表
　
（

計
　
画
　
変
　
更
　
申
　
請
　
・
　
完
　
了
　
検
　
査
）

●建築物加算手数料

 5,000㎡超え～10,000㎡以内

　※手数料は、特定工程に係る部分の床面積で区分され
ている。

 5,000㎡超え～10,000㎡以内 140,000

 10,000㎡超え～20,000㎡以内 180,000

 20,000㎡超え～50,000㎡以内 250,000

 50,000㎡超え～

27,000

20,000

17,000 30㎡超え～100㎡以内



摘　　　要　　等

申請用途 評価方法 －
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円
円

評価機関審査を受けた場合 円

21,600
7,000

33,700

ア　一戸
建ての住
宅又は複
合建築物
の住宅部
分の認定
を申請す
る場合

52,000
170,000

91,700

223,000
52,000

44,900
7,000

0㎡～200㎡以内

200㎡超え～

手数料の名称

●住宅（共同住宅を含む）又は複合建築物の住宅部分における建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料

7,000
200㎡超え～

12,200
131,000
24,200

46戸以上～
318,000
91,700

（ア）　住宅部分の戸数

2戸以上～4戸以内

5戸以上～15戸以内

イ　共同住
宅等又は
複合建築
物の住宅
部分の認
定を申請
する場合

0㎡～200㎡以内
30,600
7,000

5,000㎡超え～

ウ　共同
住宅等又
は複合建
築物の住
宅部分の
認定を申
請する場
合

2戸以上～4戸以内

5戸以上～15戸以内

16戸以上～45戸以内

79,700
12,200

300㎡超え～2,000㎡以内
131,000
24,200

2,000㎡超え～5,000㎡以内
223,000
52,000

98,800

（イ）　住戸以外の床面積
の合計

ウ・エ以外の場合

248,000
52,000
170,000

16戸以上～45戸以内

エ　共同
住宅等又
は複合建
築物の住
宅部分の
認定を申
請する場
合

2戸以上～4戸以内

5戸以上～15戸以内

16戸以上～45戸以内

2,000㎡超え～5,000㎡以内

5,000㎡超え～

仕様・計算併用法の場合

（ア）　住宅部分の戸数

（イ）　住戸以外の床面積
の合計

24,200

2,000㎡超え～5,000㎡以内
118,000
52,000

5,000㎡超え～
178,000
91,700

52,000

46戸以上～
仕様基準の場合

（ア）　住宅部分の戸数

（イ）　住戸以外の床面積
の合計

178,000
91,700

金額
40,400

39,200

申請対象部分

（ア）　（イ）・（ウ）以外の
場合

（イ）　仕様・計算併用法
の場合

（ウ）　仕様基準の場合

住宅部分の床面積の合計

住宅部分の床面積の合計

住宅部分の床面積の合計

10,000㎡超え～25,000㎡以
内

300㎡超え～2,000㎡以内

0㎡～300㎡以内

0㎡～300㎡以内

46戸以上～

0㎡～300㎡以内

300㎡超え～2,000㎡以内

0㎡～200㎡以内

200㎡超え～

7,000

59,400
91,700
248,000

865,000
181,000

25,000㎡超え～
986,000
226,000

12,200

118,000
24,200
66,500
12,200
39,200
91,700

24,200

12,200
66,500

23,200
7,000

59,400
12,200

79,700

10,000㎡超え～25,000㎡以
内

318,000

（イ）　モデル建物法の場
合

非住宅部分の床面積の合
計

0㎡～300㎡以内
100,000
12,200

300㎡超え～1,000㎡以内
126,000

24,200
98,800

324,000
20,100

1,000㎡超え～2,000㎡以内
417,000
31,700

2,000㎡超え～5,000㎡以内
595,000
91,700

5,000㎡超え～10,000㎡以内
732,000
144,000

20,100

1,000㎡超え～2,000㎡以内
166,000
31,700

2,000㎡超え～5,000㎡以内
268,000
91,700

5,000㎡超え～10,000㎡以内
349,000
144,000
419,000
181,000

25,000㎡超え～
491,000
226,000

オ　住宅
以外の用
途に供す
る建築物
又は複合
建築物の
非住宅部
分の認定
を申請す
る場合

（ア）　標準入力法の場合
非住宅部分の床面積の合
計

0㎡～300㎡以内
259,000
12,200

300㎡超え～1,000㎡以内

○省エネ向上計画認定手数料 (令和7年4月１日から施行）

ア　複合建築物（住宅の
戸数が１戸のものに限
る。）の全体の認定を申
請する場合は、ア及び
オに規定する金額を合
計した金額とする。

イ　複合建築物（住宅の
戸数が１戸のものを除
く。）の全体の認定を申
請する場合は、イ及び
オ、ウ及びオ又はエ及
びオに規定する金額を
合計した金額とする。

ウ　当該建築物エネル
ギー消費性能向上計画
に建築物省エネ法第29
条第3項各号に掲げる
事項が記載されている
場合は、同項に規定す
る申請建築物及び同条
第３項に規定する他の
建築物のそれぞれにつ
いて、この規定により算
定した金額を合計した
金額とする。

エ　建築物省エネ法第
30条第2項の規定による
申出をする場合は、この
規定により算定した金
額に、建築物確認申請
等手数料の金額（申請
建築物に係る手数料の
金額に限る。）を加算し
た金額とする。

※共同住宅等又は複合
建築物の場合は、評価
方法別に規定する（ア）
の金額に（イ）に規定す
る金額を加えた金額と
する。（住戸以外の部分
を有しない建築物の場
合は（ア）に定める金額
とする。）

建
築
物
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上
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認
定
申
請



摘　　　要　　等

申請用途 評価方法 －

－ 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

円
評価機関審査を受けた場合 円

●住宅（共同住宅を含む）又は複合建築物の住宅部分における建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料

ウ　共同
住宅等又
は複合建
築物の住
宅部分の
変更認定
を申請す
る場合

7,000
20,600
7,000
14,000
7,000

24,200
137,000
52,000

14,800

46,000
12,200
78,100

エ・オ以外の場合

（ア）　住宅部分の戸数

2戸以上～4戸以内

イ　一戸建
ての住宅
又は複合
建築物の
住宅部分
の変更認
定を申請
する場合

26,000

（ア）　住宅部分の戸数

2戸以上～4戸以内

171,000
91,700

（イ）　住戸以外の床面積
の合計

5戸以上～15戸以内

16戸以上～45戸以内

46戸以上～

19,000

200㎡超え～

0㎡～200㎡以内

36,200
12,200
62,400
24,200
112,000
52,000

200㎡超え～
7,000

205,000
91,700

0㎡～300㎡以内
46,000
12,200

オ　共同
住宅等又
は複合建
築物の住
宅部分の
変更認定
を申請す
る場合

25,400
12,200
45,100
24,200

25,400
12,200

2,000㎡超え～5,000㎡以内

62,400
24,200
112,000
52,000
171,000
91,700

16戸以上～45戸以内

2,000㎡超え～5,000㎡以内

5,000㎡超え～

エ　共同
住宅等又
は複合建
築物の住
宅部分の
変更認定
を申請す
る場合

仕様・計算併用法の場合
46戸以上～

（イ）　住戸以外の床面積
の合計

0㎡～300㎡以内

300㎡超え～2,000㎡以内

5戸以上～15戸以内

5,000㎡超え～
134,000
91,700

46戸以上～

（イ）　住戸以外の床面積
の合計

0㎡～300㎡以内
仕様基準の場合

（ア）　住宅部分の戸数

2戸以上～4戸以内

5戸以上～15戸以内

300㎡超え～2,000㎡以内

85,100
52,000
134,000
91,700

45,100
24,200

2,000㎡超え～5,000㎡以内
85,100
52,000

16戸以上～45戸以内

2,000㎡超え～5,000㎡以内
137,000
52,000

5,000㎡超え～
205,000
91,700

36,200
12,200

300㎡超え～2,000㎡以内
78,100
24,200

（ア）　（イ）・（ウ）以外の
場合

（イ）　仕様・計算併用法
の場合

0㎡～200㎡以内

200㎡超え～

0㎡～200㎡以内

（ウ）　仕様基準の場合

住宅部分の床面積の合計

住宅部分の床面積の合計

住宅部分の床面積の合計

申請対象部分 金額

1棟につき

7,000

1,000

23,800
7,000

カ　住宅以
外の用途
に供する
建築物又
は複合建
築物の非
住宅部分
の認定を
申請する
場合

（ア）　標準入力法の場合
非住宅部分の床面積の合
計

0㎡～300㎡以内
135,000
12,200

300㎡超え～1,000㎡以内
172,000
20,100

1,000㎡超え～2,000㎡以内
224,000
31,700
343,000
91,700

5,000㎡超え～10,000㎡以内
438,000
144,000

10,000㎡超え～25,000㎡以
内

523,000
181,000

25,000㎡超え～
606,000
226,000

91,700

5,000㎡超え～10,000㎡以内
246,000
144,000

10,000㎡超え～25,000㎡以
内

300,000
181,000

25,000㎡超え～
359,000
226,000

ア　複合建築物（住宅の
戸数が１戸のものに限
る。）の全体の変更認定
を申請する場合は、イ及
びカに規定する金額を
合計した金額とする。

イ　複合建築物（住宅の
戸数が１戸のものを除
く。）の全体の変更認定
を申請する場合は、ウ
及びカ､エ及びカ又はオ
及びカに規定する金額
を合計した金額とする。

ウ　当該認定建築物エ
ネルギー消費性能向上
計画に建築物省エネ法
第29条第3項各号に掲
げる事項が記載されて
いる場合は、同項に規
定する申請建築物及び
同条第３項に規定する
他の建築物のそれぞれ
について、この規定によ
り算定した金額を合計し
た金額とする。

エ　法第31条第2項にお
いて準用する法第30条
第2項の規定による申出
をする場合は、この規定
により算定した金額に、
建築物確認申請等手数
料の金額（申請建築物
に係る手数料の金額に
限る。）を加算した金額
とする。

※共同住宅等又は複合
建築物の場合は、評価
方法別に規定する（ア）
の金額に（イ）に規定す
る金額を加えた金額と
する。（住戸以外の部分
を有しない建築物の場
合は（ア）に定める金額
とする。）

※認定計画に新たな建
築物を他の建築物とし
て記載して変更認定を
申請する場合は、建築
物エネルギー消費性能
向上計画認定申請（摘
要欄ウ及びエを除く。）
の規定により算定した
金額とする。
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○省エネ向上計画変更認定手数料 (令和7年4月１日から施行）

手数料の名称

ア　着手予定及び完了予定時期のみ
変更の場合

（イ）　モデル建物法の場
合

非住宅部分の床面積の合
計

0㎡～300㎡以内
56,200
12,200

300㎡超え～1,000㎡以内
73,600
20,100

1,000㎡超え～2,000㎡以内
99,200
31,700

2,000㎡超え～5,000㎡以内
180,000


